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昭和46年1????????????????? ? ? ????? ? ?
（備考）　山形県B町農業委
　　　員会資料による。
一551一
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から62・8に10・6％の減，つまりそれだけ離農があったわけである。ところが専業農家は41戸から52戸
に11戸も増え，兼業農家は逆に1，248戸から1，065戸（兼業農家率95．3％）に183戸の減である。これ
だけみると離農は兼業農家から，といえそうであるが必ずしもそうでない。それはともかく，兼業で
は1種が649戸から400戸に249戸減，2種は599戸から665戸に66戸増となっている。これからみると，
第1種兼業農家の不安定さがうかがえるようである。
　表47でB町の規模別農家戸数の推移をみよう。戸数増減の分岐点は3ヘクタールで，それ未満は減，
以上は増である。中でも注目に値するのは，5ヘクタール以上層が50年に現われ，62年に29戸に達し
ていることである。B町では農地の売買は大体町内で処理されているようであるから，規模縮小が一
方の拡大につながったとみていい。その点で1～2ヘクタール層50年の激減は，3ヘクタール以上層
増につながる。
　ところで表45の農地売買件数の中には，規模縮小のケースと同時に離農のケースも含まれている。
表48はB町の離農給付金支給状況を示している。56年がピークで以後件数金額ともに減ってきている
が，離農が継続して発生していることは事実である。離農あるいは規模縮小のすべてがそうとは限ら
ないが，負債整理のための農地売却も多い。62年度実績でB町の所有権移転面積は12．9ヘクタールで，
確かな筋の証言によれば，その原因は100％負債整理のためであるとか。
　この12．9ヘクタールの件数は35件ほどで，うち負債整理で倒産したものが2戸含まれている。2戸
の売却合計は約3ヘクタール，債務は300万から400万円である。負債整理のためには自作農維持資金
（公庫資金）や再建特別資金などがあり，これを営農口座の借越分や購買未払金の整理に当てる。こ
れは実質的には債権の盟回しで，農家の側からすれば負債の借り替えに過ぎない。行き詰まれば農地
を手離すしかない。
　畜産農家倒産の例が何件かある。畜産の場合規格化された近代的な施設が融資を受ける際の条件に
なったりする。そのため多額の資金を借りて，これがその後の経営を圧迫する。それにも拘らず販売
価格は不安定で，例えば養豚農家が経営に失敗して，農地を全部売却している。
　肉牛肥育農家の場合は経過に曲折があり，必ずしも分明ではないが，端的にいえば過剰投資と経営
不安定が直接の原因である。その人はもとは複合経営で各種の賞を獲得した優秀農家である。積極的
で優秀な農家が倒産の危険を抱えている，その典型の一つをこの農家にみることができる。知り得た
限りの経過は次のとおりで，出稼ぎ解消のため家の囲りに肉牛15頭を飼ったのが始まりで，翌年70頭
5年後100頭に増やし，その都度別の場所に畜舎を新増築し，新たに草地を造成したりしている。素
牛価格高騰のため自家生産に切り換え，繁殖牛舎を建てた。高級牛肉生産のため和牛雌に固執もした。
こうした経過からは，積極的な優秀農家のイメージしか浮んでこない。
　しかし規模拡大の都度多額の融資を受けて負債が累積し，さらに営農資金や飼料購入資金がかさん
で，農協の営農口座，畜産口座の借越金額が増えてきた。60年には方針を変えてホルスタイン（乳牛）
去勢牛飼育に転換，国の肉用牛経営合理化資金の導入により経営の再建をはかるべく．，生活，経営の
改善に努め，本格的に簿記記帳に取り組むなどしていたのに，突然本人から農協に経営をやめる旨申
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し出があり，弁護士を介して破産の申請が出された。土地は担保に入っていたが，もちろんこの時点
では値下がりによる評価損で，隣接市の個人に買い取って貰い，牛は経済連がからんでいたので，そ
こそこの価格で他の農家に引き取って貰った。これがこのケースの結末である。
　そもそも畜産経営の近代化には，多額の資金が必要であり，一方毎日の飼料代その他経営i費などで，
畜産口座，営農口座の借入金が累積し勝ちである。口座が赤字になってくると，そこから生活資金を
引き出しにくい。そこで農家は家畜の売却を農協でなく家畜商にする，農協に売ると口座の借り越し
の精算にはなるが，生活費には回らないおそれがあるからである。
　畜産の場合，なかなか経営が安定しないのに，無闇に規模を拡大したりすると，単年度の収支は償
うことができても，投資額を回収した上更に利潤を得るのは容易でない。この町の肉牛肥育経営失敗
のケースは，大きな教訓を残してくれている。
　一つは外見だけから見て，積極的で経営意欲ありと判断し，急激に多額の融資を進めるのは危険で
あること。その危険を避けるには，常にバランスシートの検討を怠らないこと。担保に土地をとれば
安心，とはいえなくなったこと等々である。とかく経営をする方も融資をする方も，単年度の収支に
眼を奪われ勝ちであるが，これだけの債務の支払いには，これだけの純収益をあげる必要あり，あげ
る見込みがなければ融資しない。これが融資の大原則，当たり前の常識であるのに，経営者には簿記
感覚の欠如，指導者にも大きな手抜かりがあったのではないか。
　この揚合残る問題は，担保に入った農地の評価損である。この問題について詳細な資料を得ること
ができなかったので，何回かの融資に際し，何がどれだけに評価されて担保に入ったか不明である。
仮りに農地が担保に入って，ある時点では10アール200万円の評価であったとしよう。もしそれが地
価上昇期であったりすると，通常では精々評価額の七割が融資の限度であるのに，農協の揚合は6～
8割で，風評では10割融資ということも，場合によってはあったという。ことの真偽のほどは定かで
ないが，同じ村うちの者同志の問では，評価と融資の決定に何ほどか甘さがあったとしても不思議は
ない。農協は本来地縁的人的結合体なのであるから。それは時に共同体的強靱さをもつと同時に，
「なあなあ」的な弱さをもち，合理的判断を必要とする時の妨げとなる。
　その地価が下落して180万円になったとする。その経営は地価の高騰を当て込んで過大な借り入れ
をしていた。その経営がコスト・アップの農畜産物安で収益が上らず，元金はおろか利子の支払いも
滞り，負債整理を迫られてもそのめどが立たない。農協としては担保の土地を誰か第三者に買って貰
い，それによって貸金の回収をはかろうとするが，貸付金額と第三者の買い取り金額の間にマイナス
の差が出てくると，そのマイナス分は農協の損失負担となる。
　保証人とか親類縁者が，その場合の買い取り人になるのが普通であるが，その買い取り資金は農林
公庫の農地取得資金による場合が多い。その揚合の融資額は，値下がりした段階での地価の評価額の
何割，ということになるから，農協の貸出金額より少なくなる。農協はそれを受け取って農家に対す
る債権を整理するが，こういうケースが増えると農協が危なくなる。
　注　最近固定化負債が累積して経営維持困難な農家が増えたので，山形県の系統農協・行政が一体となって，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－553一
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表一49　徳島県農地価格変動の推移
（単位：千円／10a）
昭和54年
　　55
　　56
　　57
　　58
　　59
　　60
　　61
　　62
　　63
A
? ?
価格睡び率
1，335
1，697
1，749
3，606
7，372
7，551
6，420
7，279
6，915
7，005
100
204
209
178
202
192
194
?
畑
価　　格　伸び率
1，273
1，159
1，164
3，216
7，686
7，872
6，780
6，950
6，623
8，846
100
239
245
211
216
206
275
B
? ?
価　　格　伸び率
1，749
3，606
3，668
4，373
4，356
14，045
5，332
5，382
100
102
121
131
148
149
?
畑
価　　格　伸び率
1，164
3，216
3，216
4，109
3，402
13，625
4，862
5，548
100
100
128
106
154
173
（備考）　1．　Aは都市計画法指定町村で農用地区域内にある市街化調整区域における実勢価格，Bは
　　　　　都市計画法の指定を受けていない旧市町村の農用地区域内の実勢売買価格。
　　　　2．55，56年の数値には新都市計画法による該当市町村のデータが除かれているので伸び率
　　　　　は算出していない。61年はC町農地価格の急騰による例外的数値である。
　　　　3．徳島県農業会議調べによる。
農家の自主再建を助けるため「農家経済再建特別資金」制度が設けられ，63年6月21日から実施されてい
る。条件はかなり農家に有利になっている。（山形県農協中央会「農家経済再建特別資金融通措置要綱」「同
の運用について」）しかしこれとて融資であって救済金ではない。努力をして返済して行かなければならな
い金で，単なる借替資金に過ぎず，それによって累積債鱗の元本が減るわけではない。
　｛3｝四国地方，特に徳島県の場合
　既にみてきとおり，四国は割合地価が高い。しかも表11によると，田畑ともに62年までは継続して
値上がりをし，63年になってようやく値を下げている。そのうち徳島県の変動は表49のとおりで，四
国全体の平均よりも高い。Aは田畑とも59年まで上昇を続け，その年をピークに下ったり上がったり
している。58，59，60，63年は田より畑の方が高い。
　Bは大体Aより低い。本来余り変動のない地区域であるはずであるが，61年に突如田畑ともに異常
な値上がりを示している。これはC町に高速道路の建設，インターチェンジの設置が決まり，それを
受けて一時地価が暴騰したからである。ここでは63年までの間に，60年に一時若干の値下がりをみせ
たが，それ以外はずっと上昇を続けてきている。そして定石どおり田の方が畑より高いが，63年には
畑の方が若干高くなっている。Aの影響を受けたものか。
　いずれにしても，県全体をみれば経済地帯別に違った動きをみせる可能性はあろうが，なんらかの
要因があって農地価格の高騰に歯止めがかり，それによって地価の下落傾向が定着した，というよう
にいい切ることはできない様相を呈している。確かに表でみる限り徳島県でも，農地価格の上昇は鈍
化してきているが，依然として高い地価水準にあることに変りはない。そうした地価の高騰をもたら
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した原因の一つに，耕作目的であれ転用目的であれ，多額の売却益を期待して農地を保有したり，あ
るいは購入したりするという実態がある。土地は値上がりするものという「士地神話」が，ここでも
農地投機という異常現象を引き起こしている。
　そのため所有権移転による規模拡大が，本県でも望み薄になってきている。都市計画法や農業振興
地域整備法などによる土地利用規制が，農地価格の暴騰に対してある程度抑制効果を挙げてはいるけ
れども，高値に上り切った農地価格を，経営可能な水準にまで引き下げるだけの効力をもつとは思え
ない。それではと始めた農用地利用増進法による利用権設定で，中核的担い手農家に農地の利用集積
を行ない，規模拡大をはかろうとしたが，利用権設定の量的拡大も伸び悩んでいるという（5°）。こう
してみると本県でも，従来の土地立法の範囲内では，法律の部分的手直しや運用のいかんなどで，こ
の行き詰まりを打開する手立ては見付からないのではないか，という様に理解されるのである。
　〈都市隣接C町の場合＞
　C町は地方中核都市に隣接しているため，最近はそのベッド・タウンとして人口が急増している。
表50のとおりである。人口増につれて生産年令人口も増え，幼少年，高齢者との割合はほとんど変ら
ず，将来ともそのバランスを維持しようとしている。就業人口総数も当然増えているが，増える分は
多くを第3次産業に，一部を第2次産業に吸収してきたし，将来もその方針で，第1次産業人口は若
干の減少を見込んではいるが，それほど多い数ではない。むしろ余り変らない状態が続いてきたし，
将来も続くであろうと見られている。
　C町農業で特徴的なことは，専業農家が割合多いということである。農家戸数は40年から336戸も
減って60年には927戸になっているが，専業農家の割合である23．2％はほとんど変っていない。大幅
に減っているのは第1種兼業農家で，減った分は2種兼の方で増えている。（表51）表52で経営耕地
規模別農家戸数をみると，農家総数は減っているのに，0．3ヘクタール未満はほとんど戸数に変化が
表一50徳島県C町人ロの推移
（単位：人，％，世帯）
昭和55年
60
65
人
?
総　　数
19，713
22，619
36，100
70　　　　30，000
年 令 別
0～14　　　　15～64　　　　65～
5，429
（27．6）
6，178
（27．3）
6，850
（26．2）
7，500
（25．0）
12，839
（65．1）
14，698
（65．0）
17，150
（65．7）
19，850
（66．2）
1，445
（7．3）
1，743
（7，7）
2，100
（8．1）
2，650
（8．8）
総世帯数
5，272
6，180
7，300
8，600
就　　業　　入　　口
総　　数 第1次
9，380 1，359（14。5）
1，253
（12．0）
1，150
（8．9）
1，100
（7．2）
第2次
10，483
13，000
15，200
3，814
（40．7）
4，081
（38．9）
4，800
（36．・9）
5，500
（36．2）
第3次
4，201
（44．　8）
5，148
（49．1）
7，050
（54．2）
8，600
（56．　6）
（備考）　1．就業人口総数には分類不能の産業分も含まれる故第1次～3次の合計と合わない。
　　　2．国勢調査による。ただし65年は中間年次，70年は目標年次でいずれも推計である。
　　　3．　「C町総合計画」による。
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表一51徳島県C町専兼別農家戸数の推移
（単位二戸，％）
農家総数
昭和4・年（｝6認
　　45（1，214100．0）
　　・・（｝品
　　55（1，024100．0）
　　　　　　927　　60　　　　1（100・　0）
????
　296
（23．4）
　251
（20．7）
　209
（18．3）
　236
（23．0）
　215
（23．2）
兼
?
農 家
第　1　種　　兼 業
計
　420
（33．3）
　359
（29．・6）
　235
（20．5）
　154
（15．1）
　156
（16，8）
雇　用　兼業
小鵡常騨稼覗時雇
（，lll）i（、lll）
　336　　259
（27．7）（21．4）
　209　　175
（18．2）（15．2）
　143　　125
（14・0）1（12・2）
　138　F124
（14．9）1（13．4）
　111（0，9）
　　1
（0．1）
1
123
（9．7）
　77
（6．3）
　34
（3，0）
　17
（1．7）
　14
（1．5）
????
　50
（4．0）
　23
（1．9）
　26
（2．3）
　11
（1．1）
　18
（1，9）
第　2　種　　兼 業
?
一．
??
　547
（43．3）
　604
（49．　7）
　700
（61．2）
　634
（61．9）
　556
雇　用　兼　業
小計騨騨稼覗，纒
　429
（34．0）
　458
（37．7）
　543
（47．5）
　508
（49．6）
　461
（60．0）　；（49．8）
　322
（25．5）
　365
（30．1）
　447
（39．1）
　460
（44．9）
　434
（46．9）
　16
（1．3）
　3（0．2）
　3（0．3）
　2
　91
（7．2）
　90
（7．4）
　93
（8．1）
　48
（4．7）
　25
（°・　2）堰i2・　7）
????
　118
（9．3）
　146
（12．0）
　157
（13．7）
　126
（12．3）
　95（10．2）
（備考）　農林業センサスによる。
表一52徳島県C町経営栽地規模別農家戸数の推移
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：ha，戸，％）
降家醐・・未測・・一 ・・“…－1…一 2．O～
???????
???
対
昭和40璃
lll?
1，263
1，214
1，144
1，024
　927
268
258
335
291
265
216
207
227
207
162
367
358
303
273
248
270
254
181
160
144
120
106
81
71
78
????
???? ?100．0
100．　0
100，0
100．　0
100．　0
21．2
21．3
29．3
28．5
28．6
17．1
17．1
19．8
20．2
17．5
29．1
29，5
26．5
26．7
26．8
21．4
20．9
15．8
15．6
15．5
???? ??1．7
2．5
L5
2．1
3．2
??
　40
45／40
50／40
55／40
60／40
100．0
96．1
90．6
81．1
73．4
100．0　　　100．0　　　100．0
96．3　　　　　　95．8　　　　　　97．5
125．0　　　　　105．1　　　　　82．6
108．6　　　　　　95．8　　　　　　74．4
98．9　　　　　75．0　　　　　67．6
10 ．0
94．1
67．　0
59．3
53．3
100．0
88．3
67．5
59．2
65．0
100．0
136．4
77．3
95．5
136．4
（備考）　1・総農家数には例外規定を含む。
　　　　2．農林業センサスによる。
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表一53徳島県C町農産物販売規模別農家戸数の推移
（単位：万円，戸，％）
計1販売なし・・綱・・一…一・5・－1…一…－1…一…一1，000～
C
町
i
昭和45年
50
55
60
1，214
（100．0）
1，144
（100．0）
1，024
（100，0）
　927
（100．0）
　128
（10．5）
　280
（24．5）
　209（20．4）
　171（18．4）
鵤県「・・1・…22・・1・5．・
　559　　　255引
（46．1）　　（21．0）
　。－573－。
　　（50．1）
　351　　　106
（34。2）　　（10．3）
　290　　721（31．3）　　　　（7．8）
　　　　　　　1
（、、E3
（，．ll，
　621
（6．1）　1（6．3）
　58
（6。3）
　77145
（6．3）　1（3．7）
，，　163
（5．6）　1（5．5）
　64　　　76
　　　（7．4）
　33　　　39
（3．6）　　（4。2）
　12（1．0）
　65（5．7）
　63（6．2）
　82（8．8）
o
　20（1．7）
　49（4．8）
　51
（5．5）
　4
　0．3
　　9
（0．8）
　31
（3．0）
　68
（7．3）
0
　　5
（0．4）
　13（1．3）
　63
（6．8）
・3・2 P7・・1…15・・14・・1　…11・・1　…
（備考）　農林業センサスによる。
表一54最近における徳島県C町農地価格の推移
　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円／10a）
農用地区域内
中副中畑
昭和6副
62
21，210
21，210
50，000
15，150
農用地区域以外の区域
中田1中畑
63 21，210 15，150
15，150
15・　15°P
15，150
50，000
15，150
15，150
（備考）　L　徳島県農業会議r田畑売買価格等に関する調査
　　　　　結果』による
　　　　2．　自作地を自作地とし売買する揚合である。
なく，2ヘクタール以上は増えている。従って減っているのは中間層，特に減り方の激しいのは1～
1．　5ヘクタール層である。ホビー農家と相対的に大規模の専業農家に分化する方向にあるのであろうか。
　表53で農産物の販売規模別の農家戸数をみると，300万円以上層が増えている。これを徳島県全体
と構成比で比較してみよう。県全体では販売なしと50万円未満を合わせて57．7％に達するが，C町で
はそれ程でない。300万円以上を県全体と比較すると，割合はC町で28．7％県で11．4％である。専業
でかなりの規模で売上高の多いしっかりした農家が多い，ということである。徳島県は西洋にんじん
の産地で・大阪中央卸売市場への入荷量は北海道についで2番目に多い。C町はその中心的存在で，
62年の出荷量は全国の7％を占めて4位に，春夏にんじんは1位になった。水稲の作付面積は62年
288ヘクタールで・35年からは532ヘクタールも減っている。しかし10アール当たり収量は，35年の
329キログラムから60年496キログラムと大幅に増収となった。
　表54で最近の農地価格をみると，決して農業経営成立可能な価格とは思えない。高速道路，インタ
ーチヱンジが農地を黄金に変えてしまった，といえなくもない。それにも拘らC町では，既にみてき
たように専業農家は増え規模拡大が進み，土地の生産性を高め特産物を育てている。町の行政は「花
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と緑と太陽の町一環境の調和，心の調和をめざして一」をスn一ガンに，「町の発展にとって最も必
要なことは，単に，人口を増やし，ビルを建て，都市化を促進することではなく，いかにして，そう
した都市化によって生じる環境悪化や人心の混乱など社会のひずみを是正し，新たな社会のバランス
・調和を創造していく」か，これを目標にしている。そのため一定の地区単位にそれぞれのビジョン
と土地利用の方向を明確にし，それに沿って地区の個性をどう創りあげていくか，どの場所にどのよ
うな施設を配置するかという地区詳細計画を住民参加で策定，その計画に基づく環境整備をしようと
している。
　町の農政はこうした哲学と計画に基づいて推進されているが，町内各地区にそれぞれ特性をもたせ
ることによって，乱開発，乱転用を防ぎ，効率のよい都市近郊農業を育てようとしている。農協の貯
貸率は55年58，60年61とかなり高いが，C町については未だ，負債の固定化について深刻な例を聞く
ことはできなかった。行政，農協，農家が一体化し，住民参加の地域づくりがうまく軌道にのれば，
しだいに地域共同体の成熟が期待できるであろうし，そうした共同体の中で，都市と農村の調和を実
現し，豊かな農村づくりが可能になる，その可能性を示すこれはその一例ではなかろうか。
4　む　す　び
　農家負債の累積が甚だしく，農地価格の値下がりで農家の倒産離農，農協危機が取り沙汰されて久
しいが，かつて昭和初期農業恐慌時にも，農家負債問題が大きな社会問題になったことがある。それ
は不況による農産物価格の低迷と，零細小農の低所得によってもたらされた生活苦の問題であったが，
昨今のそれは，農産物自由化を背景とする米価・農産物価格の低迷と同時に，過剰投資による累積債
務固定化債務の問題である。
　ところで問題発生の根源は実は彼の河野「安上がり」農政にある。それ迄政府の農業投資は補助・
助成金を主としてきたが，ここで融資政策に切り換えられたからである。農家はそれを受ければ，た
とえ何がしかの利子補給を受けたとしても，借金は借金として元利返済の義務を負う。その後に始ま
った農業基本法に基づく農政，いわゆる農基法農政は，農工間所得格差を縮めようとするものである
が，本質的には高度成長政策の一環をなすもの（51）で，農業近代化を旗印に大量融資政策を展開したの
である。
　ところで農協は農家の組織率100％の団体で，この組織を通じて，あるいはこの組織によって融資
が行われるが，37年の段階では農家1戸当たりの借入残高は7万5，924円，うち農協資金によるもの
が3万9，239円で51．7％を占めている。さらに財政資金によるもの1万3，039円も，実は農協を経由し
て貸しつけられているのである。農業金融には制度金融と系統金融の二つがあるが，前者は国の農政．
に応じてそれを資金面から支えるもの，後者は農協系統による融資である。
　制度金融には農林漁業金融公庫（略称農林公庫）資金と農業近代化資金がある。前者は原資をほと
んど国家資本に仰ぎ，生産性向上のための設備資金が多い。構造改善事業が発足するとその関連貸付
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が増え，37年3月には公庫法の改正によって，農林漁業経営構造改善資金制度が加えられた。これは
生産に直結し政策に固く結び付いている。しかも貸付条件は制度金融中最も借り手に有利になってい
る。資金名・性格は次のとおりである。
①　農地等取得資金・未墾地取得資金一農業経営改善のための耕地拡大資金
②　果樹園経営改善資金・畜産経営拡大資金一選択的拡大の線に沿う成長農産物発展資金
③　農葉構造改善事業推進資金一構造改善事業を推進するための資金
　こうして公庫資金は，生産性向上のための規模拡大，選択的拡大，生産基盤整備といった，農基法
農政に密着しながら増額を重ねてきた。
　36年11月になると，農業近代化資金関係3法ならびに関係政令の公布をみて，ここにいわゆる農業
近代化資金制度が発足した。これの原資は農協資金で，都道府県が利子補給を行い，近代化資金にか
かる債務保証は農業信用基金協会が行うが，利子補給ならびに協会への出資に対して国がその2分の
1の助成を行うことになっている。制度金融にはこのほか開拓，災害融資，都道府県の制度金融があ
るが，しだいに前記二者に集約されてきた。
　ところがこの二つの制度金融が，農協系統金融の内部に重大な変化を生み出すにようになった。農
林公庫が創設されて以来農業金融は，長期が公庫，短期が農協（中金）と分化してきていた。それが
この近代化資金の発足によって，系統融資の長期化割合がしだいに大きくなってきたのである。こう
なると単位組合単独では原資に不足を来たすことになる。そこで36年度には貸付残高の34％，37年度
は51％を信連に依存し，単協貸付けの長期化が信連貸付けの長期化をもたらし，やがては農林中金に
影響が及ぶおそれも出てきていた（52）。
　それはともかく，農基法農政に躍らされて，多くの農家が経営耕地面積の拡大，あるいは果樹，野
菜，花卉，畜産，酪農等々，選択的に単作化による規模拡大に走り，施設化し装置化し，生産基盤整
備によって大型機械を導入するなどで，各種資金の借り入れを増やして行った。時あたかも土地ブー
ムで，地価の値上がりと農産物価格，なかんつく米価の上昇に支えられて，貸す方も借りる方も比較
的安易に対処してきた観がある。
　その間に農家も農協も，「経営は永続するもの」という，最も基本的なことを軽視し，従ってその
ための配慮を怠ってしまったのではないか。具体的には貸借対照表を無視した，極端にいえば知らな
かったということで，これだけの負債に対してはこれだけの利益を挙げなければ，いずれは経営が破
綻するという，経営計算の最も初歩のところを忘れてきてしまったのではないか。従って担保に入っ
た農地価格が下落すると否とに拘わらず，農基法農政に盲目的に躍った投資は，いずれは過剰投資と
して経営を圧迫し，経営の縮小ないし離農を余儀なくされる運命にあったのではないか。
　そこへ農家や農協にとっては思いもかけない農地価格の下落が起こり，農家はもちろん，その影響
が農協に及ぶ仕儀となった。すなわち10アール250万円と評価して農地を担保にとり，8割の210万
円貸した。価格が下って230万円になった。農家の負債が固定化しているので整理を要請し，農地を
手離させることになったが，第三者にあっせんしても，簡単に230万円で引き取る農家はいない。農
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業収益を無視して値上がりした価格であるからである。この時点で現実に処分を実行しようとすれば，
かなりの値下げ一例えば150万円程度まで一が必要になろう。150万円とすれば農協は，10アールに
つき60万円の損失を覚悟せざるを得ない。固定化負債を抱えた組合員が多数いる農協は，組合経営の
危機に直面することになる。組勘とか営農口座に起因する農協危機が，各地で取り沙汰されている。
　ところで新たな買い取り者に対して，農林公庫の土地取得資金があっせんされるが，公庫もその土
地を担保にとる。新たな取得者が返済不能に陥ると，恐らく土地の新たな引き取り手はいないであろ
うから，農家の固定化負債問題は処理を誤ると農協危機から，更に公庫による土地集積へと発展する
可能性がある。昭和初期農業恐慌の過程で，勧業銀行（当時）に抵当流れの土地が集積，一大銀行地
主が出現したことがある。公庫に農地が集積すれば，公庫が大地主になる可能性がある。これは事実
上の国有で，農家負債の激増が農地の国有化をもたらす契機になるかも知れない。
　国が抵当流れの土地を大量に抱え込んでも，それだけでは意味がない。土地は利用してはじめて意
味がある。そのような事態になったら，土地は希望者に耕作させて利用税をとることになるのか。し
かしそれだけでは貸付金を回収できないから，それに見合う額の地券を小口化して発行し，それを市
場に流通させたらどうか。地券はインデクセーションによって価格が決まるようにする（53）が，利子は
利用税との見合いで決められるようなシステムにする。
　こうして更に積極的に全国の農地を地券化する方策をたてる。農地の買収を地券をもってするので
ある。そうすることで買収費が財政を圧迫するのを防ぐ。元の所有者はインデックス地券の交付を受
けるから財産を失うことはない。資産が不動産から動産に変るだけである。農地の利用は元の所有者
でもいいし別の希望者でもいい。ただし利用税を払う義務を負う。所有と利用が分かれるが，土地の
管理機能を直接国が担うことは難しいので，農協，公社，あるいは株式会社，集団組織等地域の実情
に則した機関が担うことになろうが，国，管理者，利用者三者の間の調整iには，農業委員会の発展的
機関が当たることになろう。
　以上の過程はどこまでも過渡的なもので，最終的には分離した所有，管理，利用が一体化した組織
に，個人が組み込まれて行くことになるであろう。どのような組織が成立するかは前の段階と同様，
地域の実情に則して決まることであろうが，どこまでも所有，管理，利用が組織を通じて一体化する
のであるから，利用は個人が行っても，それはいわば組織からの請負いとなる。その点に関する限り
中国の「生産請買割」に似た部分もある。
　最近のわが国の傾向は，税制の面から地価の抑割，鎮静化をはかろうとしているが，税制はどこま
でも補助的手段で，地価を根本から規制できる方法ではない。しかし菅直人代議士（社民連）の提唱
する地価の自己申告制などは，ある程度の有効性を認めることができる。これは孫文の三民主義に基
づいて台湾で実施されている制度である㈹。すなわち現在地の所有を継続したい者は，時価よりはる
かに低い地価を申告して固定資産税を少なくすることができるが，その土地を売る時には時価との差
が大きいであろうから，莫大な「土地増価税」を支払わなければならない。もともと売る意志がある
場合は，初めから実勢価格に近い地価を申告する。固定資産税は高くなるが売る時の増価税は少なく
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てすむ。こうしてこの制度は，値上り益を期待して土地を持っていても損になる，ということで，土
地の供給を増やし地価の上昇を抑えようとするものである。
　しかし，この制度には基本的な欠陥がある。どこまでも市場原理を基本に供給を増やそうとしてい
るわけで，台湾のように急速に発展している地域では，土地の需要は極めて活発であるのに，それに
対応して供給が十分に行なわれることはない。強い値上がり基調の支配する経済社会で，たとえ税制
をもってしても，市場原理を維持しながらなお地価を抑割することは，なかなか難しい業といわざる
を得ない。最近の情報によれば，台湾でも地価の高騰がやまなくなっているという。
　このようにみてくると，地価という現象を追いかけてみても地価問題は解決せず，結局は土地所有
制度の問題に踏み込まざるを得ないのではないか，という思いに達する。土地基本法は土地について
「公共の福祉優先」をうたっている。四つの基本理念は明らかに土地が公共財であることを意味して
いる。株価のバブルが破れて日本経済が正常化に向っている時，公共財である土地がいつまでも市場
原理に委ねられ，高値を持続していていいのかとい疑問が湧く。世界が今近代の終焉に向っている㈹
時，市場原理を離れた土地政策，農地政策の速やかな確立が望まれる。
（後記）
　本報告は明治大学社会科学研究所1989年度特別研究によるものである。現地の調査を重んじ各地で調査を実
施したが，事の性質上真相に迫ることが困難な場合が多く，また知り得た事実も公表できない場合があり，多
くのデータをそのままの形では使用できないでいる。しかし個々のデータは一般的考察の裏付け材料に生かす
ことができた。不十分ではあるが今回はこれで満足するしかない。調査に当たって各地の行政当局，農業委員
会，農協，農家の方々，それに卒業生の諸君から，格別の御厚情と御便宜を頂いた。また社研の各位からはこ
の貴重な機会を与えて頂いた。いずれもここに，改めて深い感謝の念を捧げるしだいである。
注
（1）　国土庁土地局監修，土地問題研究会編『図説　日本の土地問題』目本経済新聞社，昭和50年，128ペー
　　ジ。
（2）　同，136ページ。
（3）臨時行政改革推進審議会（新行革審）が同審議会の土地対策検討委員会（土地臨調）の最終報告に基づ
　　いて内閣総理大臣に答申した「地価等土地対策に関する答申」（昭和63年6月15目）を受けて政府が閣議
　　決定したものである。実はその前に土地臨調の中間報告（昭和62年10月12目）があり，それを受けて緊急
　　土地対策要綱を閣議決定（同年10月16日）している。これはどこまでも短期の緊急地価対策が中心で，国
　　土利用計画法による監視区域の拡大，超短期土地譲渡課税の重課，金融機関の不動産業に対する融資の自
　　粛等である。それに対してこの要綱は中長期の土地対策を示している。内容の概要は次のとおりである。
　　①　土地対策の基本的認識一土地利用は公共の福祉優先，利用による受益に応じた負担必要。
　　②　土地対策
　　　に｝首者倒幾能，都市。産業機能等の分散
　　㈹　宅地対策等の推進一宅地開発，都市再開発の促進，交通アクセスの整備。
　　幽　土地の有効・高度利用の促進一市街化区域内農地，工場跡地等低・未利用地の利用促進，空中・地
　　　下の利用促進。
　③　住宅対策の推進一政府の計画樹立，公的住宅供給の促進，持家取得促進のための措置，借地借家制度
　　　の見直し。
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　　④　土地利用計画の広域性・詳細性の確保一土地利用，都市計画の具体的実現方策の策定，線引き・用途
　　　地域見直しの必要性。
　　⑤　都市基盤施設整備の促進一首都圏整備計画に従い，開発利益の還元等をはかりながら，民間活力を導
　　　入，実効性を確保すること，このためには土地収用制度，公共用地の先買い制度の拡充，公共用地等の
　　　効率的利用をはかること。
　　⑥　地価形成の適正化一緊急土地対策要綱の着実な運用，取引市場の整備，地価公示制度を再検討し公的
　　　土地評価の適正化，相互関連の確保。
　　⑦　土地税制の活用一土地保有税，相続税の適正化。
　　⑧　国公有地の利活用等一未・低利用地の活用。
　　⑨　土地に関するデータ整備。
　　⑩　土地行政の総合調整の推進等一土地対策関係閣僚会議の積極的活用と国・地方公共団体の連携協力の
　　　必要性。
　　　　土地問題研究会・働日本不動産研究所編r土地問題事典』東洋経済新報社，123～4ページ。
（4）　中曽根内閣は東京一極集中を前提として，東京の基盤整備を民活で行なう方向を一貫して追求。同，200
　　ページ。
（5）難波田春夫「インフレは富士山型で」r経済通信』第9号，日本経済研究会，20～22ページ。
（6）　「図説・目本経済」rエコノミスト』臨時増刊，昭和62年4月13日，88ページ。
（7）銀行以外の有力な金融機関に生命保険会社がある。大手生保7社の発表によれば平成元年9月末現在，
　　不動産投資残高4兆5，877億円で，対前年同月比23．1％，金額にして9，345億円の増，この間の総資産の伸
　　び率18％を大きく上回っている。r日本経済新聞』（以下r日経』）平成元年11月9日（木）朝刊。
（8）全国銀行協会連合会会長宮崎邦次氏（第一勧業銀行頭取）によれば，全国銀行のノンバンク向け融資残
　　高が急増し，平成元年3月末で50兆円を超していた。全銀協がノンバンク向け融資としたのは，「その他
　　金融業」「物品賃貸業」向けの都市銀行，地方銀行，長期信用銀行，信託銀行の融資の合計。62年3月末
　　36兆9，253億円と前年比24．6％増，63年3月末22．4％増と急増を続け，元年3月末残高は12，7％増の50兆
　　9，381億円となった。r日経』平成元年11月22日（水）朝刊。
（9）　この問題にっいては田中啓一r土地の経済学』講談社現代新書，講談社に詳しい。ここでは土地本位制
　　資本主義という呼び方がなされているが，世界一高い日本の地価の背景にある日本経済の特異性が，簡潔
　　に論述されている。
（10）土地が信用の源泉になるという意味で，金融の「土地本位制」という言葉が生まれて来たが，これはや
　　はり正常な姿ではない。そもそも信用の源というものは，土地などの実物資産や金融資産，それに知的資
　　産一技術力，特許など一とか人的資産，あるいはもっと広く自然環境までをも含むはずであるのに，土地
　　だけが唯一絶対の信用源となって，資金の流れが土地に集中するようになったのである。目本経済新聞社
　　編r繁栄の基盤を崩すもの一土地を考える』日本経済新聞社，187ページ。
（11）前掲r土地問題事典』77te・一ジ。
（12）　同，78ページ。
（13）野口悠紀雄「土地問題の本質と根本的解決法」r週間東洋経済』平成元年9月30目号，東洋経済新報社，
　　38ページ。理論地価とは「オフィスや賃貸住宅の賃貸料から，ビルの建設費や実際の容積率などを考慮に
　　入れて計算した」ものである。これを収益還元地価という。この収益還元地価と現実地価とは，これをス
　　トック価格とフロー価格と呼ぶこともできるが，いずれにしても両者の差は，投機要因に支えられてでき
　　たもので，従ってこれはバブルと呼ぶにふさわしいものであろう。
（14）通貨供給の推移を日銀券の発行高と（M2十CD）サプライの対前年比でみると昭和61年（平均）日銀券発行
　　高5．5，（M2十CD）サプライ6．9，62年1月は8．6と6，6，同2月10．1と8．8，同5月1L6と10．2，9月は10．4
　　と11．・1で，日銀券の方は62年2月から前年比ニケタの増勢となった。過剰流動性（カネ余り）である。なぜ
　　そうした事態になったのか。これには日米間のカネの流れが根本のところで関わっている。わが国の経済
　　が飽和状態に達したのは1970年代後半からで，ECはその10年前の60年代後半，アメリカは20年前の50年
　　代後半に経済が飽和状態に達していた。アメリカやECは，経済が飽和状態に入ると当然のように低成長
一562一
第29巻第2号1991年3月
　　に陥ったが，わが国の揚合そうはならなかった。高度成長期を経て国内需要をみたして余りあるまでに発
　　達した過剰生産力は，輸出によって高度成長の持続をはかった。輸出に激しいドライブがかかり，こうし
　　て輸出優先型の経済産業構造をつくり上げたのである。昭和51年の輸出超過額はまだ24億ドル程度で，輸
　　出入はほぼバランスがとれていた。それが10年後の61年には，出超額927億ドル，39倍にふくれ上ったので
　　ある。主たる輸出先は，軍需産業を優先し民生産業をおろそかにしたため，産業の「空洞化」を引き起こし
　　いるアメリカであった。それはともかく，927億ドルをどうしたかというと，それを国内で円に替えて，拡
　　大再生産の用に供しようとしても，国内経済が飽和状態であるからその方法がない。ところがアメリカは
　　財政赤字で，毎年巨額の国債を発行している。消化し易くするため金利を高くしてある。わが国は輸出で
　　稼いだカネにユーロダラーから借金してまで，年間930億ドルの外債を買った。アメリカは輸出と国債とで
　　二重に日本に儲けられている。貿易摩擦を騒ぎ立てる一方で，G5との話し合いで60年9月から，従来の
　　円安ドル高を円高ドル安に変え，目本の輸出を減らそうとした。しかしわが国の産業界は円高を乗り越え，
　　さらに輸出にドライブをかけた。対前年比65％の大幅増となった。62年になるとさらに円高ドル安を進め
　　たが，わが国の輸出はほとんど衰えをみせなかった。ところがこの円高ドル安政策が，アメリカ自身の首
　　を締めることになった。アメリカの国債が売れなくなったのである。理由は簡単で，アメリカの国債を大
　　量に購入していたのは生保（生命保険会社）などの機関投資家で，ドル安が進んだため主要生保は合計1兆
　　7，000億円（62年3月期実績）の損失を蒙り，以後アメリカ国債の購入を手控えたのである。つまり従来は
　　輸出で儲けたドルはアメリカに還流していた。それが還流しなくなったわけで，ドルは円に替えられて国
　　内に滞留し，過剰流動性，カネ余り現象を引き起こすことになった。難波田，前掲論文，6ページ以下。
（15）難波田，同。
　　　行き揚のないカネが土地と株式市揚に流れ込み，地価と株価の異常な高騰を引き起こした。奥村洋彦・
　　野村総研経済調査部長は，これを「ストック・インフレ」としている。r朝日新聞』（以下r朝日』）平成元
　　年5月31日（水）朝刊。
（16）r日経』平成2年6月7日（木）朝刊。
（17）『朝日』平成元年7月7日（金）朝刊。
（18）r日経』平成元年6月26日（月）夕刊。
（19）　「土地基本法」（案）国会提出に至るまでの経過は次のとおり。政府は土地問題に対処するため，土地臨
　　調（昭和62年8月，臨時行政改革審議会内設置の「土地対策委員会」）に対し土地政策を諮問，63年6月
　　15日答申，これを受けて政府は同28日，「総合土地対策要綱」を発表，答申に示された施策の実施を示し，
　　更に竹下首相は答申になかった「土地基本法」制定準備を指示した。内海国土庁長官は私的諮問機関「土
　　地基本法に関する懇談会」（土地問題専門家17名）を招集，63年12月23日，同会は長官に対し「土地基本
　　法の考え方について」意見を具申した。これを受けて長官ならびに政府は「土地基本法」（案）を策定，
　　国会に提出した。前掲『土地問題事典』250ページ。
（20）「土地基本法をめぐって」（座談会）『ジュリスト』Nα　952，3月15日号，平成2年，18～9ページ。
（21）国土庁編r土地白書』（平成2年版）143～4ページ。
（22）前掲rジュリスト』18ページ。
（23）　同。
（24）　国土利用計画法（昭和49年）に基づく監視区域制度によって，地価が急騰している地域等を都道府県知
　　事または指定都市の長が「監視区域」として指定し，当該区域における土地取引の届出対象面積の下限を，
　　都道府県等の規則によって引き下げ，従来届出の対象となっていなかったような小規模な土地の取引にっ
　　いても，届出を義務づけることを可能にするもの。なお平成元年10月27日の通達で，地価上昇の未然防止
　　のため，監視区域の先行指定及び指定後も上昇の著しい場合の届出対象面積の引き下げをも可能にした。
　　前掲r土地白書』144ページ以下。
（25）『朝日』平成元年5月20日（土）夕刊。
（26）r朝日』平成元年10月27日（金）夕刊。対象業界団体は全国貸金業協会連合会，抵当証券業協会，住宅
　　金融協議会，リース事業協会，全国信販協会，日本クレジット産業協会で，このうち信販，リース，クレ
　　ジットの3団体は，監督官庁の通産省が要請した。
一563一
明治大学社会科学研究所紀要
（27）『日経2平成元年10月28日（土）夕刊。
（28）　『朝日』平成元年11月3日（金）社説。
（29）『日経』平成2年9月1日（土）朝刊。
（30）『朝日』平成2年8月1日（水）朝刊。
（31）「土地を考える」『日経』平成2年7月4日（火）朝刊。
　　　大藤省・日銀は地価抑制策の一環として不動産向け融資の総量を規制，ノンバンタ向けなどの融資実態
　　の報告を銀行に課しているが，大藤省・日銀の要請により住友銀行が報告した内容によると，平成2年6
　　月末におけるイトマン（繊維中心の中堅商社，多角化の一環として不動産事業進出，ここ2，3年で不動産
　　投資急拡大，主取引銀行・住友）の不動産・有価証券関連投融資額は1兆3，500億円強，この3カ月間で約
　　2，450億円の増で，そのうち不動産業向け中心の貸付金は合計1兆円以上。その結果有利子負債は約2，000
　　億円増加して1兆4，600億円を上回った。これら投融資額のかなりの部分が固定化しているか，含み損を
　　抱えた資産がある可能性があり，銀行による調査が急がれている。r日経』平成2年9月16日（日）朝刊。
（32）前掲『ジュリスト』28～9ページ。
　　　なお「白地」の穴埋めをし，そこでの地区計画を可能にする仕組みが求められているが，そのためには昔
　　から懸案になっている条例で土地に対する規制ができるようにすること，具体的には地方自治法2条3項
　　18号を削除すること，という見解がある。同，28ページ，座談会司会・成田頼明（横浜国大教授）発言より。
（33）　日本農業年報XV『土地問題一農政の焦点一』お茶の水書房，26ページ。
（34）梶井功『土地政策と農業』今目の農業問題・6，家の光協会，63・v　4ページ。
（35）　同，68A：　．一ジ以下。
（36）　日本農業年鑑刊行会編r目本農業年鑑』1975年版，家の光協会，165ページ。
（37）なお昭和48年度に貸付限度額の引き上げが行なわれ，農地保有合理化事業関連等の特定取得については，
　　個人600万円，法人2，400万円となった。同，165N　6　ne一ジ。
（38）全国農業会議所r田畑売買価格等に関する調査結果』（概要）（1988，89年）。
（39）同。
（40）　同。
（41）天間征「農家の経営能力と負債問題」r農業と経済』昭和61年12月，8　・e　一一ジ。
（42）　天間，同，9ぺ一ジ・
（43）北海道農業会議r本道における離農，転職等に関する調査結果報告書』昭和61年2月に詳しい。
（44）天間，前掲論文，10ページ。
（45）　山田定一「負債問題で問われる組勘制度等の農協金融指導」r北方農業』北海道農業会議，1986年4月
　　号，12ぺ＿ジ。
（46）北海道総合文化開発機構r冷害被災農家経済調査』昭和60年2月。天間，前掲論文，11ページ。
（47）天間征「農家負債の発生メカニズムと負債解消対応」前掲『北方農業』7ページ・
（48）秋田県農業会議r田畑売買価格等に関する調査結果』（昭63年度）平成元年3月，23・Ae　．一ジ。
（49）　山形県農業経営者連絡協議会r昭和63年報告書一経営の自立に向けて一』平成元年，16ページ。
（50）相原慎二「農地の価格動向と土地利用」徳島県農業会議。
（51）拙著『日本農業協同組合論』地球出版，200ページ以下，特に236ページ。
（52）　同，244～9ページ。
（53）土地の証券化については次の論文をみられたい。例えば野口悠紀雄「証券化こそ土地問題の切り札」
　　『週刊東洋経済』迎春特別号（平成2年1月13日）24～31ページ。「“不動産証券化”のすべて」r週刊ダイ
　　ヤモンド』平成2年6月9日号，18～22　tq　・一ジ。なお不動産の証券化については金子栄作『二っの証券
　　化』東洋経済新報社，第6章参照のこと。
（54）台湾の憲法では「土地の価値の増加額は労力や資本の投施によるものでなければ，国家が土地増値税を
　　徴収することによって，人民がこれを共亨する」とある。
（55）難波田春夫rQuQ　Vadis，　munde？（世界よ，どこへ行く）」r経済通信』第22号，日本経済研究会参照。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（てらだ　よしなが）
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